政令指定都市の経済・財政構造と大都市制度 by 森 徹




























































































































前後で，財政的自立度指標の平均値がマイナス 7.5％となる第 1類型，就業者集中度指標の値が 1.2
前後で，財政的自立度指標の平均値がプラス 0.5％となる第 2類型，就業者集中度指標の平均値が 1.0
をかなり下回り，財政的自立度指標の平均値もマイナス 20％以上に達する第 3類型，そして就業































































































横浜市 3,164 9,369 0.466 0.416 7,740 20,064 0.341 912 634 ▲ 380
名古屋市 4,350 8,253 0.435 0.303 10,381 22,786 0.251 733 478 67
京都市  908 2,471 0.687 0.547  6,016  9,344 0.465 396 368 ▲ 335
大阪市 4,292 8,548 0.651 0.297 15,628 28,236 0.279 873 661 282


























である。表 2では，［森 2018］の推計結果にもとづいて 5大都市に関するδとγの値が示されてい
るが，両者の差がマイナス 0.043とやや大きい大阪市を除けば，この想定がほぼ成り立つ状況となっ
ている。





















































































横浜市 3,164 0.408 0.416 0.466 0.459 0.067 0.073 634 ▲ 450 ▲ 474 7,190 ▲ 6.6
名古屋市 4,350 0.307 0.303 0.435 0.385 0.056 0.058 478 79 ▲ 140 5,056 ▲ 2.8
京都市  908 0.565 0.547 0.687 0.719 0.100 0.117 368 ▲ 257 ▲ 228 2,530 ▲ 9.0
大阪市 4,292 0.304 0.297 0.651 0.664 0.025 0.068 661 829 883 6,601 13.4
神戸市 1,904 0.278 0.290 0.378 0.398 0.044 0.058 354 ▲ 164 ▲ 126 2,719 ▲ 4.6















































大阪市 4,292 0.304 0.664 661 883 6,601 269 13.4
福岡市 1,787 0.302 0.544 332 101 2,841 154 3.5
仙台市 1,108 0.464 0.717 220 60 1,864 108 3.2
さいたま市 2,001 0.174 0.289 183 48 2,259 126 2.1
千葉市 1,870 0.156 0.249 152 22 1,755 97 1.3
名古屋市 4,350 0.307 0.385 478 ▲ 140 5,056 230 ▲  2.8
広島市 1,105 0.420 0.545 233 ▲  94 2,059 119 ▲  4.6
神戸市 1,904 0.278 0.398 354 ▲ 126 2,719 154 ▲  4.6
岡山市 688 0.374 0.466 136 ▲  73 1,127 72 ▲  6.5
横浜市 3,164 0.408 0.459 634 ▲ 474 7,190 372 ▲  6.6
新潟市 903 0.352 0.433 157 ▲  84 1,201 81 ▲  7.0
川崎市 3,164 0.162 0.156 229 ▲ 246 3,007 148 ▲  8.2
静岡市 1,696 0.191 0.209 144 ▲ 112 1,271 70 ▲  8.8
京都市 908 0.565 0.719 368 ▲ 228 2,530 148 ▲  9.0
熊本市 479 0.415 0.560 180 ▲ 110 990 74 ▲ 11.2
札幌市 1,718 0.363 0.410 426 ▲ 344 2,859 195 ▲ 12.0
浜松市 1,696 0.216 0.207 157 ▲ 172 1,292 80 ▲ 13.3
北九州市 1,787 0.188 0.171 236 ▲ 266 1,566 96 ▲ 17.0
相模原市 3,164 0.079 0.052 135 ▲ 220 1,120 72 ▲ 19.6
堺市 4,292 0.095 0.056 207 ▲ 373 1,326 84 ▲ 28.1


















































たのは平成 29（2017）年度以降であり，平成 27（2015）年度に最も近い年間計数としては平成 28






















大阪市 205,330 94,897 0.462 0.304 269 1.520 
福岡市 96,514 36,154 0.375 0.302 154 1.242 
神戸市 95,658 31,369 0.328 0.278 154 1.180 
千葉市 94,857 17,401 0.183 0.156 97 1.175 
名古屋市 185,625 66,459 0.358 0.307 230 1.166 
仙台市 45,408 24,327 0.536 0.464 108 1.155 
さいたま市 107,685 20,563 0.191 0.174 126 1.098 
岡山市 37,383 15,115 0.404 0.374 72 1.080 
京都市 49,871 30,237 0.606 0.565 148 1.073 
熊本市 29,662 13,059 0.440 0.415 74 1.061 
広島市 58,808 25,981 0.442 0.420 119 1.052 
新潟市 44,484 16,308 0.367 0.352 81 1.043 
札幌市 97,562 36,654 0.376 0.363 195 1.036 
北九州市 96,514 17,852 0.185 0.188 96 0.982 
川崎市 176,027 27,166 0.154 0.162 148 0.955 
浜松市 74,168 15,165 0.204 0.216 80 0.948 
静岡市 74,168 13,124 0.177 0.191 70 0.929 
横浜市 176,027 66,569 0.378 0.408 372 0.927 
相模原市 172,388 10,084 0.058 0.079 72 0.741 

































4）　横浜市では，脚注 3に記載したように，2013年 3月に「横浜特別自治市大綱」（［横浜市 2013］）を策定しており，
川崎市も，同年 5月に「川崎市「特別自治市」制度の基本的な考え方」（［川崎市 2013］；川崎市　総務企画局都市

















































































クラスター１平均 1.01 ▲ 9.3 特別自治市構想
　サブクラスター１―１平均 0.94 ▲ 7.9
生産・企業活動の活発化や行政効率の向上に努めつ
つ特別自治市化をめざす
　　川崎市 0.95 ▲ 8.2
　　横浜市 0.93 ▲ 6.6
　　静岡市 0.93 ▲ 8.8
　サブクラスター１―２平均 0.96 ▲ 15.2
産業振興・経済力強化を図り、長期的に特別自治市
化をめざす
　　浜松市 0.95 ▲ 13.3
　　北九州市 0.98 ▲ 17.0




　　札幌市 1.04 ▲ 12.0
　　京都市 1.07 ▲ 9.0
　　熊本市 1.06 ▲ 9.1
　サブクラスター１―４平均 1.06 ▲ 6.0
近隣市町村や県との連携に配慮して、特別自治市の
方向をめざす
　　新潟市 1.04 ▲ 7.0
　　岡山市 1.08 ▲ 6.5
　　広島市 1.05 ▲ 4.6






　　名古屋市 1.17 ▲ 2.8
　　神戸市 1.18 ▲ 4.6
　　福岡市 1.24 3.5
クラスター３平均 0.71 ▲23.9 政令指定都市
　　相模原市 0.74 ▲19.6 政令指定都市として存続し、近隣政令市との大都市制
度構想の調整も視野に入れる　　堺市 0.69 ▲28.1
クラスター４：大阪市 1.52 13.4 広域行政の府への一元化





















































森徹 2018「「特別自治市」の財政的可能性～五大市についての検討～」『アカデミア 社会科学編』第 15号 南山大学 
pp.71―94

















Economic and financial structures of ordinance-designated 
cities and large city systems
Toru MORI
要　　旨
　本稿では，20都市に上る政令指定都市の経済財政構造を「財政的自立度指標」と「就業者集中度
指標」という 2つの数値指標にまとめ，それらを変数とした階層的クラスター分析によって，政令指
定都市の類型化を行った上で，各類型の諸都市にふさわしい大都市制度構想の方向を検討する。本稿
の検討からは，「特別自治市構想」や，都区制度との関連性が深い「道府県への広域行政の一元化」，
政令指定都市の継続といった既存の大都市制度構想が適合する都市類型も見出されたが，特別自治市
構想が適合すると考えられる諸都市においても，道府県からの財政的自立に向けた環境整備の内容や，
自立後の道府県や近隣市町村との連携・協力のあり方については，都市間で相違があることが指摘さ
れる。さらに，上記のような既存の大都市制度構想の他に，「大都市圏自治体連合」と総称し得る体
制の整備の下で，大都市（政令指定都市）が牽引役となって，大都市圏内自治体が一体として広域行
政を担っていく大都市制度構想がふさわしい地域の存在も指摘され，今後，各政令指定都市の経済・
財政構造の実情に即して，多様な大都市制度を構想していく必要があることが明らかにされた。
